
どのような企業が
生産性や雇用を伸ばしているのか

• 深尾・権（2011）では、事業所・企業統計調査と企業活動基本調査

の個票データを利用して、どのような特性を持つ企業が経済全体
の雇用創出やTFP上昇に寄与しているのか分析している。

• 比較的社齢の低い企業や外資系企業が参入や成長を通じて雇用
を創出している。

• 雇用増加の大部分はサービス産業において生じており、雇用喪失
のほとんどは生産の海外移転やリストラが続いた製造業や公共
事業が減った建設業で起きた。

• 製造業、非製造業ともに、大企業や外資系企業のTFP 水準やTFP 
上昇率が比較的高い。また、社齢が低いほど、製造業では輸出や
研究開発をしている企業ほどTFPは水準・上昇率共に高かった。

• 製造業の大企業の多くは、活発な研究開発や国際化を進め、TFP 
は水準・上昇率共に高いが、生産規模を拡大していない。
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雇用を増やしている企業

（出典）深尾・権(2011)
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TFPの決定要因

（出典）深尾・権(2011)
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４．エネルギー制約の問題

• 東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故
により、これまでのエネルギー政策を根底から見直
さざるを得なくなる。

• 当面の問題は、電力供給を今後も原子力発電に依
存する体制をとるか否か。

• もしも原子力発電が全面停止になれば（すでに稼働
している発電所は、1基）・・・（徳井他（2012）の試
算）

－短期：電力供給制約が生じる。

－長期：原子力発電が全て火力で代替された場合に、
電力会社の発電コストが上昇する。

44



もしも原子力発電所が全面停止したら・・・

• 長期の推計方法：生産コスト上昇に比例して各電力会社の事業用
電力料金が上昇すると仮定し、2005年地域間産業連関表を用い
て、各産業の生産物価格への波及効果を推計。推計式は、

• 発電コストは、総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会 コ
スト等検討小委員会（平成１６年１月）において電気事業連合会か
ら提出された方法にほぼ従って推計。基本的に、単位電力コスト
＝（電源毎の発電費（資本コスト、一般管理費を含まず）＋資本コ
スト（財務コストと呼ばれています）を電源の簿価比で配分＋一般
管理費と事業税を左記2つの要因のシェアで配分）／電源毎の発
電量、で計算。

• 推計結果：原子力発電依存度の高い近畿、四国地方の電力コスト
上昇が大きい→このため、各産業への価格上昇効果も他地域に
比べて大きい。業種別では、電力消費の大きい金属産業での価
格上昇が生じる。
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もしも原子力発電所が全面停止したら・・・

• 発電コストの上昇を、価格転嫁で吸収できず、付加価値の減
少で吸収する場合。

• Bruno and Sachs (1985)の方法を使って計算すると、実質付
加価値（Ｖ）の変化率は、

ただし、PE=電力価格
ｓＬ=労働コストの産出額シェア
ｓＫ=資本コストの産出額シェア
ｓＥ=電力コストの産出額シェア

・推計結果：経済全体の付加価値低下率は、0.2％。ただし、原子力
発電依存度が高く、原子力発電コストが火力発電より低い近畿、
四国地方は、付加価値が0.6％程度減少する。
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５．税と社会保障の一体改革と、長期的な成長率

• 内生的成長理論の文脈で、政府の財政政策（税制変更も含
む）が均斉成長率に及ぼす分析は少ない。

• 政府が提供する財が、生産要素として活用される場合は、所
得税率があまりに高い場合やあまりに低い場合は、経済成
長を阻害することが知られている（Barro (1990)）。

• 一方税収が、移転所得として利用される場合、長期的成長
経路に影響を及ぼす税制は、資本所得税か資本財への課
税(Jones and Manuelli (2005))。

• ただし、両モデルとも、各時点で政府収支の均衡は保たれて
いて、現在の日本の状況を考えるには不十分。
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５．税と社会保障の一体改革と、長期的な成長率

• 労働や資本の質が向上せず、TFP成長率が1％程度

で、さらにエネルギー制約が加われば、長期的な経
済成長率は、「経済財政の中長期試算」で示された
慎重シナリオをさらに下回る。

• イノベーションに伴う生産性の向上で、財政負担を
減らしていくシナリオは重要だが、相当な制度改革
を実施し、新規企業、既存企業が新しい製品やサー
ビスを生み出していかない以上、TFP成長率に過度

の期待をかけることは、成長シナリオに沿った財政
収支を楽観視することにつながる。
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